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16　世界的金融危機前の産業連関分析からの観察結果と含意





意義を考察していく。その過程で，第 4 節で列挙した 1997 年，2002 年，2007
年の 3 時点の全国産業連関表から引き出された各種データ（本誌前々号および
前号掲載の表 2 から表 9）をからませ，いくつかのファインディングスを吟味
検討していくことになる。なお，吟味検討にあたってのテクニカルな理解の枠
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いて，世界金融危機発生前段階の 3 時点においてそれら対象業種部門がどうい
う位置づけであったかを読み取ることが可能となる。































































1997 年（全 67 部門）では 44.15％，2002 年（全 68 部門）とでは 44.26％と，
いずれも内生部門総数の過半を占めていながら生産シェアは半分にも満たな
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1997 年の場合，1. 軽工業：16.78％，2. 設備製造業：7.24％，3. 紡織工業：7.20％，4. 石
油化学産業：3.25％，5. 物流業：2.84％，6. 鉄鋼産業：2.53％，7. 電子情報産業：
2.45％，8. 非鉄金属産業：1.87％，9. 自動車産業：1.51％，10. 船舶工業：0.18％
となり，2002 年の場合，1. 軽工業：13.56％，2. 設備製造業：6.93％，3. 物流業：
5.04％，4.電子情報産業：4.61％，5.紡織工業：4.57％，6.石油化学産業：3.56％，7.鉄
鋼産業：3.45％，8. 自動車産業：2.22％，9. 非鉄金属産業：1.53％，10. 船舶工業：
0.21％となり，そして 2007 年の場合，1. 軽工業：13.88％，2. 電子情報産業：8.60％，
3. 設備製造業：8.60％，4. 紡織工業：4.93％，5. 鉄鋼産業：4.76％，6. 物流業：










自給に達していない当該業種の部門数は，1997 年が 22 部門，2002 年が 21 部門，





び文化事務用品の 4 部門，2002 年がニット編製品，文化事務用品，玩具体育
娯楽用品，家庭用視聴設備，その他電子計算機設備，その他通信電子設備，比









1997 年が電子部品産業のわずか 1 部門，2002 年が文化事務用機械製造業，電
子部品製造業，その他通信・電子設備製造業の 3 部門，2007 年が電子部品製造業，
計器類製造業，レーダー・放送設備製造業の 3 部門となっていて，一部の電子
情報産業領域と設備製造業領域に特化していることがわかる。
　このうち，3 時点を通じて唯一輸入率が 1.00 を超過している電子部品製造業
は総じて自給率が低く，2007 年に関して言えば輸出率も 1.00 を超えて高く出
ているのであるが，輸入率はそれをはるかに上回っていることが確認できる。
　次に，今度は表 4 をふりかえって見ることにしよう。輸入外生型（すなわ
ち，（I － A）－ 1 型）と輸入内生型（すなわち，［I －（I － M）A］－ 1 型）という
二種類のレオンチェフ逆行列の列和対比から求まる国内歩留り率を序列表示
している同表右側欄をみると，平均国内歩留り率（1997 年：86.5％，2002 年：
82.9％，2007 年：80.0％）を下回る業種部門が各年でそれぞれ 47 部門（1997 年），
44 部門（2002 年），54 部門（2007 年）も存在し，そのうち 10 大産業領域所属
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行列評価で1を下回る10大産業領域所属業種部門を数えると，1997年は3部門，





































分した。あらためてここでは，3 時点での 10 大産業領域所属業種部門に対象
を限定し，生産誘発と輸入誘発に関して消費依存型に属するものをそれぞれ表
12A と表 12B に，同様に投資依存型に属するものをそれぞれ表 13A と表 13B に，
そしてこれまた同様に輸出依存型に属するものをそれぞれ表 14A と表 14B に











門数の 3 時点間の増減比較で見ることもできるし（消費依存型では 5 部門（1997
年）→ 3 部門（2002 年）→ 3 部門（2007 年），同様に投資依存型では 10 部門
→ 6 部門→ 10 部門，輸出依存型では 3 部門→ 2 部門→ 3 部門），また，各年の





的に高い数値を示しているかどうかについて，表 5，表 6 と併せて判断するこ
とができる。表 12A では列挙業種部門ごとに消費の生産誘発係数，表 12B で
は消費の輸入誘発係数を（ ）内に示し，同様に表 13 の A と B ではそれぞれ
投資の生産誘発係数と輸入誘発係数を，表 14 の A と B ではそれぞれ輸出の生
産誘発係数と輸入誘発係数を記し，それらの備考として産業連関表が包括する
内生部門全体平均での各誘発係数も掲示しておいた。








　ここではそれに対象年度に 2007 年が加わっての 3 時点で，さらに業種部門
を細分化させたものが示されているわけであるが，それから得られた表 12A・B，

























生産誘発パターンであるためこれもまた表 9 からは漏れているが，同様に 7.3％，26.4％，
2.2％となっていて，いずれのケースで見ても都市－農村間の消費格差の厳然たる大きさが
反映されたかたちでの生産誘発を物語っている。
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表 12A　生産誘発に関して消費依存型に属する業種部門



















































注）表 6 －①～③および表 8 －①～③より筆者整理，太字は消費依存度が 50％以上の業種部門
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表 13A　生産誘発に関して投資依存型に属する業種部門





























注）表 5 －①～③および表 7 －①～③より筆者整理，太字は投資依存度が 50％以上の業種部門
13改革開放下中国における産業の高度化（5）
表 13B　輸入誘発に関して投資依存型に属する業種部門



































注）表 6 －①～③および表 8 －①～③より筆者整理，太字は投資依存度が 50％以上の業種部門
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表 14A　生産誘発に関して輸出依存型に属する業種部門





























注）表 5 －①～③および表 7 －①～③より筆者整理，太字は輸出依存度が 50％以上の業種部門
15改革開放下中国における産業の高度化（5）
表 14B　輸入誘発に関して輸出依存型に属する業種部門
むすび―第 12 次 5 ヵ年計画に向けての産業高度化の考察課題―
　10 大産業調整振興計画の最終年となる 2011 年は，中国にとって第 12 次 5
カ年計画の初年度でもある。当計画策定に関しての 2010 年 10 月の中国共産党







戦略型新興産業を振興し，サービス産業の発展を加速し，第 1 次・第 2 次・第
3 次産業が調和した経済成長への転換を図る。都市と農村の発展を統一的に計













注）表 6 －①～③および表 8 －①～③より筆者整理，太字は輸出依存度が 50％以上の業種部門
（17）『中共中央関于制定国民経済与社会発展第十二个五年規劃的建議』（2010 年 10 月 18 日，
中国共産党第 17 期中央委員会第 5 次総会で採択）より。なお，本稿執筆終了時点の 2011
年 2 月は，第 11 期全国人民代表大会第 4 回会議（2011 年 3 月 5 日～ 14 日）開催前であり，
したがって，ここでは、この会議で採択のうえ公開された第 12 次 5 ヵ年計画要綱の全文
をフォローしていないことをことわっておく。
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（19）2011 年 2 月現在，筆者が掌握している中国の地域産業連関表はチベットを除く一級行








（日本貿易振興機構アジア経済研究所）1 月号（特集：中国の選択―真の ｢ 調
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